（別紙１－１）

平成　　年度交付金所要額調書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

	総事業費
	交付対象
経費
	基準額
	交付金

所要額
	仕入に係る

消費税等

相当額
	要交付金

所要額
	備考

	
	(A)
	(B)
	(C)
	(D)
	(E)=(C)-(D)
	

	
	
	
	
	
	
	


積算内訳

	支出科目
	予定額
	積算内訳

	
	
	

	合計
	
	


注１　「総事業費」欄には当該年度事業に要する交付金事業、関連事業の全ての経費を記載すること。

２　「交付対象経費」欄には交付対象経費の実支出予定額を記載すること。

３　「交付金所要額」欄には「交付対象経費」と「基準額」を比較して、いずれか少ない方の額を記載すること。

４　「仕入に係る消費税等相当額」欄には、当該交付金に係る消費税等相当額が明らかな場合については、その額を記入すること。また、当該消費税等相当額がない場合には「該当なし」と、明らかでない場合には「未確定」と記載すること。
５　積算内訳は可能な限り詳細に記載することとし、１ページで記載できない場合は、適宜記載欄を増やして記載すること。
（別紙１－２）

事業計画書
	１．１９年度交付金事業の内容

（１）１９年度交付金事業の概要

（２）個別助成対象事業の概要

ア　
イ　

ウ　


２．１９年度交付金事業の実施により期待される効果

	（１）環境保全効果

（２）地域再生効果




３．１９年度交付金事業の特色・独創的な点

	


（別添）

交付金事業の助成先別CO2削減効果
モデル事業名　　　　　　　　　 CO2削減量合計　　　　　CO2-t/年
	助成先名
	融資事業概要
	CO2

削減量
	計算式

	ア．
	
	
	①計算の前提条件

②粗CO2削減量…　　 ( CO2-t / 年)

計算式 =

③CO2発生量…　　 ( CO2-t / 年)

計算式　＝

④CO2削減量= ②-③ = 　( CO2-t /年)

⑤その他

	イ．
	
	
	

	ウ．
	
	
	

	合計
	
	
	


※助成先ごとに、都道府県知事等との間で結んだ協定の内容を示す書類を添付すること。


